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鯰田交流センター整備事業計画 
 

1 施設の概要 

(1) 名 称  飯塚市鯰田交流センター 

(2) 所在地  飯塚市鯰田字寺ノ下 1358-1 

(3) 敷地面積  約 1,600 ㎡ 

 

2 施設の内容 

 (1) 延床面積  900 ㎡程度 

 (2) 主要構造  RC 造、S造又は木造 2階建(強度・ｺｽﾄ・耐用年数等比較を行う) 

 (3) 駐車台数  10 台程度（うち車椅子専用駐車場 1台程度） 

   10 台程度（駐輪場） 

 (4) 施設の役割と基本的な機能 

施設の役割 基本的な機能（具体的施設・設備） 

・生涯学習（社会教育や文化活動、スポーツ活動、

ボランティア活動、趣味など）の場 

・学びの場を拠点とした地域コミュニティの形成 

・まちづくり協議会の活動拠点（共助・協助を支

える基幹施設） 

・安全・安心なまちづくりや地域福祉の拠点 

・交流機能の強化（住民相互のふれあいの場／ま

ちづくり活動を行う団体相互の連携の場） 

展示スペース（玄関ホール） 

会議室（研修室） 

文化交流室（和室） 

学習室（図書室） 

調理実習室 

多目的スペース、キッズスペース 

事務室・・・等 

設 

備

(*1) 

情報掲示板 

備蓄倉庫 

多目的トイレ 

 (*1)建築物として当然に必要となる設備（電気設備、機械設備、空調設備、上下水道、倉庫、

トイレ、エレベーター等）は記載していない。 

 

3 スケジュール 

 2018 年度 

(平成 30年度) 

2019 年度 

(平成 31年度) 

2020 年度 

(平成 32年度) 

2021 年度 

(平成 33年度) 

・実施設計 

・造成設計 

    

・地盤調査 
    

・造成工事 
    

・建設工事 

 （建築・電気・機械） 

    

・備品、消耗品等購入 

・移転（引越） 
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